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職域がん対策の進化

東京大学大学院医学系研究科
総合放射線腫瘍学講座

中川恵一

累積がん罹患リスク 男性：65.5%、女性：51.2％
2019年 国立がん研究センター
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台風19号 2019年10月

能登半島地震 2024年1月
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能登豪雨 2024年９月

「がんを知る」ことで
コントロールできる病気
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がんは「台風」とはちがう！

がんは

「制御可能」な病気！

「備えること」ができる病気

専属産業医がいる事業場における在職死亡調査
サンユー会ＱＱプロジェクト（1999年～2003年）

延べ労働者数1,290,193人（男性1,086,925人）のうち、
死亡者1,304人（男性1,244人）の内訳％
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年間 約100万人が、がんになり、38万人が、がんで死亡
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新規がん患者の3人に1人は、15〜64歳の働く世代

出典 人口動態統計

私もがん患者です

まさか、自分が、がんになるとは、、、、



6

2018／12／9の当直先の超音波装置で自分で見つけました！

2018／12／9の当直先の超音波装置で自分で見つけました！



7

2018．12．28 内視鏡切除
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12／28 経尿道的内視鏡切除
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12／31に退院
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1／4から病院で仕事

仕事と治療の両立は早期発見から
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がんと告知されたら

① その場で、治療法などを決断しない

② 標準治療を選ぶ

③ 仕事はやめない

④ セカンドオピニオンをためらわない

主治医 労働者
意見書

業務内容等

両立支援プラン
意見書提出

両立支援プランは産業医が作成！

産業医がいない場合 産業保健総合支援センター
労災病院
社労士の先生方
など

両立支援受けたいです！

労働者のからの
意思表明がスタート
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がん患者・経験者の就労問題 

• 勤務者の３４％が依願退職、解雇されている。 
• 自営業等の者の１３％が廃業している。 

がん患者を対象に調査を行った結果、がんの診断後、 

退職時期は

「診断確定時」：32％
「診断から最初の治療まで」：9％

4割以上が、治療前に退職！

17%

2014年 厚生労働科研 資料

両立支援に必要な取り組み （世論調査）

出典：内閣府 平成２８年度
 がん対策に関する世論調査

働くことが可能で、働く意欲のあるがん患者が働き続けられるように
するためには、どういう取り組みが必要だと思うか（複数回答可）
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企業アクション
の3つの課題

1）職域がん検診

2）両立支援

3）がん教育

「がんを知る」ことで
コントロールできる病気
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早期肺がん
↓

4回の通院

前立腺がん
（早期～進行）

↓
5回の通院

手術と同等の
治癒率

定位放射線治療の実際

11s  CT 35s   Couch 1:12   Tx:1:27～4:00 Techn:4:11  
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東大病院での前立腺がんSBRT

広瀬さん 短縮

がん治療と仕事の両立にピッタリの放射線治療

45s
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大人のがん教育は職場で

がん家系？

遺伝はがんの原因のどのくらい？

１） ５０％
２） ２０％
３） ５％
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遺伝が重要となるがん

乳がん、卵巣がん、前立腺がん、膵臓がん

遺伝が原因のがんは全体の5％

https://www.ncc.go.jp/html/scrum-japan/gan_to_iden/index.html
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がんは細胞の老化

みなさんの体内に「がん細胞」はできています！
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がん細胞は毎日数千個もできている！

タバコ、 酒、ウイルス、放射線、自然に発生・・・

×

リンパ球が、できたてのがん細胞を殺す

がん細胞は毎日数千個もできている！
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免疫細胞が、できたてのがん細胞を殺す

遺伝子の経年劣化
＋

免疫力が老化

がんは一種の老化

がんはだれにでもできる病気
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免疫の攻撃をかいくぐった
がん細胞が、20年かけて
診断可能な1センチに成長

がんは、進行・末期にならないと症状を出さない

がんの大きさが、1～2センチのうちに発見すれば、95％が完治する

1～2センチでは症状を出さないので、元気でも1～2年ごとに検査が必要
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累積がん罹患リスク 男性：65.5%、女性：51.2％
2019年 国立がん研究センター

日本は世界一の高齢社会→世界一の「がん大国」

がんに備える基本

予防と早期発見

がんを防ぐ生活習慣
＋

がん検診で早期発見
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がんに備える基本

予防と早期発見

がんを防ぐ生活習慣
＋

がん検診で早期発見

がんの罹患を防ぐ生活習慣

タバコは吸わない（受動喫煙も）

酒はひかえめ（赤くなる人は特に）

細菌・ウィルス感染にも注意

活発に暮らす、体型の維持
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加熱式たばこも、紙巻きたばこと同様のリスクを持つ！

副流煙はないが、受動喫煙が増えている！

加熱式たばこも、紙巻きたばこと同様のリスクを持つ！

副流煙はないが、受動喫煙が増えている！
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加熱式たばこでも、受動喫煙は避けられない！



29

お酒とがんリスク

お酒と大腸がんリスク
（厚生労働省研究班の調査から）

0 1 2 3

飲まない

1合未満

1〜2合未満

2〜3合未満

3〜4合未満

4合以上

リスクの値
（飲まない人は１）

咆
日
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叀
叫
飲
酒
量
咁
日
本
酒
換
算
咂

リスクが上がるがんの部位

確実に高まる

口腔、咽頭、喉頭、食道、
大腸（男性）、乳房

こうくう いんとう こうとう

おそらく高まる
肝臓、大腸（女性）
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真っ赤な顔で飲んでいる人は最悪
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赤くなる人が毎日３合飲むと、食道がんのリスクは50倍！

赤くなる遺伝子変異の伝播

１

ALDH２の変異は
2万年前、西遼河で発生
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DM increases cancer risk by 20%

⾧時間座るとがんが増える
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がんに備える基本

予防と早期発見

がんを防ぐ生活習慣
＋

がん検診で早期発見

がんは、進行・末期にならないと症状を出さない

がんの大きさが、1～2センチのうちに発見すれば、95％が完治する

1～2センチでは症状を出さないので、元気でも1～2年ごとに検査が必要
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受診間隔対象者検 査 項 目種類

２年に１回

※当分の間、胃部エックス
線検査については年1回実

施可

５０歳以上

※当分の間、胃部エックス
線検査については40歳以上

に対し実施可

問診に加え、胃部エックス線検査又は胃内視鏡検査

のいずれか
胃がん検診

２年に１回２０歳以上問診、視診、子宮頸部の細胞診及び内診子宮頸がん検診

年１回４０歳以上質問（問診）、胸部エックス線検査及び喀痰細胞診肺がん検診

２年に１回４０歳以上
問診及び乳房エックス線検査（マンモグラフィ）

※視診、触診は推奨しない
乳がん検診

年１回４０歳以上問診及び便潜血検査大腸がん検診

指針で定めるがん検診の内容

市町村のがん検診の項目について

厚生労働省においては、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」
（平成２０年３月３１日付け健発第0331058号厚生労働省健康局長通知別添）を定め、
市町村による科学的根拠に基づくがん検診を推進。

69

健康増進法が定めるがん検診：住民検診



36

胃がん検診受診者は
死亡率が半分に下がる！

大腸がん検診受診者は
死亡率が７０％下がる

（国立がん研究センター・多目的コホート研究の結果から）

Int J Cancer. 2006 May 1;118(9):2315-21 Cancer Detect Prev. 2007;31(1):3-11.

がん検診を受けると死亡率が本当に下がるのか？

がん検診で発見されたがんの5年生存率は9割！

検診で発見されるがんは9割が治る！
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がん検診の受診率の推移
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がん検診の受診機会について

75

 がん検診受診者の約３～５割が、職域でがん検診を受診している。
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出典：令和４年 国民生活基礎調査

住民検診がもっともエビデンスがあり、職場でも推奨
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協会けんぽの生活習慣病検診にがん検診が「含有」されている

※２ 協会けんぽ 『令和6年度生活習慣病予防健診ハン゚フレット』

生活習慣病検診にがん検診が「含有」されている

https://www.kyoukaikenpo.or.jp/~/media/Files/honbu/kenshin/24jigyounushipanfu.pdf

78



40

※３ 協会けんぽ 『女性２がんのオプション検診』

従業員約100名の企業で、女性2がん検診の自己負担総額を試算

80
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義理の妹が48歳で死亡（直腸がん）

診断時に「転移」があり、Ⅳ期
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がんに罹罹患し ても，早期に発見見見すれば 高高い生生存 率率率  

12.2倍 16.7倍 6.6倍 3倍 4.2倍 ⽣生存 率率率の差  

平均 
8 .5倍 

97.6% 

8.0% 

80.3% 

4.8% 

98.2% 
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(Ⅳ) 

早期 
(Ⅰ) 

進行後 
(Ⅳ) 

胃がん 肺がん 大腸がん 乳がん 子宮頸がん 

早期発見の場合と進行後発見の場合の生存率の差 

注1:早期発見見見時の5年年相対生生存率率率と進行行行後発見見見時の5年年相対生生存率率率の比比較 
注2:早期をステージⅠ（がんの浸潤が固有筋層にとどまるもの，また領領域リンパ節転移が1～～2個にとどまるもの）における発見見見，進行行行後をステージ 
   Ⅳ（がんの浸潤が直接他臓器まで及ぶもの，また領領域リンパ節転移が7個以上となるもの）における発見見見として計算（出所:国立立立がん研究セン 
   ターがん対策情報センター ） 
注3:5年年生

生
存率率率とは，あるがんと診断された場合に，治療療でどのくらい生生命を救えるかを示示す指標。あるがんと診断された人人のうち5年年後に生生存して 

   いる人人の
割

合が， 日日本人 人全体で5年年後に生生存している人人の割合に比比べてどのくらい低いかで表す。（出所:がんの統計’’11） 

検便の有無で差

1年目にかかる
治療費主な治療法ステージがん

約39万9000円内視鏡治療(EMR)

I期 約126万1000円腹腔鏡下手術

約132万5000円手術(定型手術)

約264万3000円抗がん剤治療Ⅳ期

約156万4000円手術

I期

約170万9000円胸腔鏡下手術

約101万4000円放射線治療

約354万8000円重粒子線治療

約192万5000円手術＋再発予防の抗がん剤治療

約648万6000円抗がん剤治療(CBDCA＋PAC)
Ⅳ期

約321万9000円抗がん剤治療(ケフィチニブ)

約112万3000円手術

I期 約39万5000円内視鏡治療(EMR)

約124万3000円腹腔鏡下手術

約479万9000円手術(結腸＋肝臓)＋抗がん剤治療
Ⅳ期

約748万5000円抗がん剤治療

大腸がん
(結腸がん)

肺がん
(非小細胞肺がん)

胃がん

週刊ポスト 2021年12月3日号から

進行がんでは、莫大な医療費になることも！
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早期大腸がんの内視鏡切除（ＥＭＲ）

1年目にかかる
治療費主な治療法ステージがん

約39万9000円内視鏡治療(EMR)

I期 約126万1000円腹腔鏡下手術

約132万5000円手術(定型手術)

約264万3000円抗がん剤治療Ⅳ期

約156万4000円手術

I期

約170万9000円胸腔鏡下手術

約101万4000円放射線治療

約354万8000円重粒子線治療

約192万5000円手術＋再発予防の抗がん剤治療

約648万6000円抗がん剤治療(CBDCA＋PAC)
Ⅳ期

約321万9000円抗がん剤治療(ケフィチニブ)

約112万3000円手術

I期 約39万5000円内視鏡治療(EMR)

約124万3000円腹腔鏡下手術

約479万9000円手術(結腸＋肝臓)＋抗がん剤治療
Ⅳ期

約748万5000円抗がん剤治療

大腸がん
(結腸がん)

肺がん
(非小細胞肺がん)

胃がん

週刊ポスト 2021年12月3日号から

進行がんでは、莫大な医療費になることも！
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がん検診 一次検査と精密検査

便潜血検査 陰性なら1年後

大腸内視鏡検査

陽性なら 精密検査

精密検査を受けてなきゃ、もったいない！
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健保組合での精検受診率

平成27年12月〜28年1月調査

がん検診受診者の人数

要精密検査者の人数

がんであった者の人数

厚生労働省 令和３年度地域保健・健康増進事業報告より作成

胃がん
（50～69歳）

1,000 人

60.9 人

1.1 人

大腸がん
（40～69歳）

1,000 人

60.5 人

1.6 人

肺がん
（40～69歳）

1,000 人

15.3 人

0.3 人

乳がん
(40～69歳)

1,000 人

63.1 人

3.1 人

子宮頸がん
（20～69歳）

1,000 人

24.7 人

0.3 人

要
精
密
検
査≠

卦
が
ん
の
疑
い卧

早
期
発
見
の
チ
ャ
ン
ス
！≈
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年齢階級別がん罹患率推移
（1981年、2011年）

※上皮内がんを含む国立がん研究センターがん情報サービス

20歳～40歳代の若い年齢層で
罹患率が増加しています

中高年、特に40歳代後半の
罹患率が大きく増加しています

子宮頸がん 乳がん
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30台後半にピーク！

ＨＰＶ

子宮頸がんの発症原因は
ほぼすべて、性交渉による

HPV（ヒトパピローマウイルス）
の感染

2013年に、HPVワクチンが法定化 対象：小6〜高1の女子
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*N Engl Med 2020; 383:I340-I348

スウェーデン：17歳未満のHPVワクチン接種で浸潤性子宮頸がんのリスク88％低下

第23回 副反応検討部会(2016年12月26日開催)
祖父江班 全国疫学調査(子宮頸がんワクチンの有効性と安全性の評価に関する疫学研究) より一部改編

日本のHPVワクチン接種率（女子）

0.0%

42.2%

54.2%

81.1% 81.2%
75.3% 74.2%

42.9%

6.1%
0.7% 0.1% 0.0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16

生まれた年度

1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004

現在も定期接種は継続
しているにもかかわらず
国の接種勧奨の中止は
接種率ゼロを生み出す

今の二十歳以下はほぼゼロ

年齢階級別の累積接種者数（ワクチンを少なくとも１回接種したことがある者の人数）を推計

２０１３年４月定期接種化、6月接種勧奨中止
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子宮頸がんの罹患率(国際比較)
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会社でのがん対策が急務
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男性 女性財団法人がん研究振興財団「がんの統計 ’10」

性別・年齢別がん罹患者数

定年延⾧

女性の社会進出

働く世代に
（とくに、高齢男性と若い女性）

がんが増える

「がん社会」の到来
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高齢者の就労が経済成長や
社会保険制度の維持に不可欠

就労人口に占める65歳以上の割合

1 3

各年齢までのがん罹患リスク（％）

何歳までにどのぐらいの人ががんに罹るか？何歳までにどのぐらいの人ががんに罹るか？
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～40歳 ～50歳 ～60歳 ～70歳 ～80歳 生涯
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女性 2 6 12 21 33 50
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－2018年の年齢階級別がん罹患率に基づいて
当該年齢まで生存した場合の仮定－

「年齢階級別罹患リスク」2018年罹患に基づく推計

55歳まででは
:5％
:9％
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各年齢までのがん罹患リスク（％）

何歳までにどのぐらいの人ががんに罹るか？何歳までにどのぐらいの人ががんに罹るか？

0

10

20

30

40

50

60

～40歳 ～50歳 ～60歳 ～70歳 ～80歳 生涯

男性 1 3 8 22 43 65

女性 2 6 12 21 33 50

1 
3 

8 

22 

43 

65 

2
6

12

21

33

50男性

女性

－2018年の年齢階級別がん罹患率に基づいて
当該年齢まで生存した場合の仮定－

「年齢階級別罹患リスク」2018年罹患に基づく推計

65歳まで
に15％

各年齢までのがん罹患リスク（％）

70歳までにがんに罹患する確率は男女とも2割強70歳までにがんに罹患する確率は男女とも2割強
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「年齢階級別罹患リスク」2018年罹患に基づく推計
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がんに罹患する確率

70歳まで

女性＞男性

職場のがん対策の中心は女性
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資料：厚生労働省「2019年国民生活基礎調査」を基に同省健康局にて特別集計したもの

がん罹患者数と仕事を持ちながら通院している者の数

 がん患者の約3人に1人は20代～60代で罹患している。

 悪性新生物の治療のため、仕事を持ちながら通院している者は45万人で、2016年同調査と比較して、約8万人増加した。 特

に、70歳以上の方の増加率が高く、男性は1.5倍、女性は1.9倍であった。

19

働くがん患者：男性 19万人、女性 26万人

働くがん患者（40〜50代）：男性 4.5万人、女性 15.5万人

職域がん対策が重要に
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111

がん対策推進企業アクションとは

国のがん対策基本計画に企業アクションが初めて記載。役割、一層増す

事業主や保険者に、がん対策推進企業アクションの事業活用促す第４期がん対策推進基本計画（令和５～１０年
度）に、「がん対策推進企業アクション」に関する初めての記載がなされました。注目すべきは事業主や医療保険
者に「企業アクション事業の活用」を求め、職域でのがんに関する知識の普及・啓発、そこからがん検診や治療と
仕事の両立といったことへの対応をすることを期待していることです。

がん対策推進企業アクションは、厚生労働省による国家プロジェクトで、
「職域でのがん対策の啓発」を通じ、年間38万人といわれているがんで
亡くなる日本人を減らすことを目的と日々活動しています。

2009年の開始から今年で15年目を迎え、パートナー登録している企業および
保険組合等の団体数は約5,000にものぼります。（令和5年3月末時点）

有識者によりアドバイザリーボードでは、常に最新のがん対策に関する課題
が議論され、提供するコンテンツに反映されています。

企業アクション
の3つの課題

1）職域がん検診

2）両立支援

3）がん教育
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11
3

▍推進パートナーの登録状況

95
北海道

33 青森

14
秋田

27
岩手

62
宮城

11
山形

46 福島

40
茨城

34
栃木

60
群馬

146 埼玉

2123
東京

226
神奈川

98
千葉

29
沖縄

52
新潟

23
富山

31
石川

25 福井

23
山梨

34
⾧野59

岐阜

116
静岡

354
愛知46

三重

38
滋賀

224
京都

490
大阪

168
兵庫

32
奈良

10 和歌山

15
鳥取

9
島根

244
岡山

75
広島

30
山口

14 徳島

27 香川
26 愛媛

12 高知

180
福岡

16
佐賀

19
⾧崎

28
熊本

23
大分

26
宮崎

26
鹿児島

▮パートナー数

約5,500社・団体
（2024年3月31日時点）

10,000人以上

176社(3%) 5,000人～10,000人未満

129社(2%)
1,000人～5,000人未満

457社(8%)

500人～1,000人未満

267社(5%)

100人～500人未満

917社(16%))

100人未満

3,593社
(65％)

学校でのがん教育が始まっている→職場でのがん教育の必要性
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高校でも保健体育の学習指導要領に、がん教育が明記予定

中学、高校の保健体育の学習指導要領に、がん教育が明記中学、高校の学習指導要領に、がん教育が明記
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大人のがん教育は職場で

122

啓発ツール

YouTube

＜小冊子＞
新規で推進パートナーに登録いただくと
従業員数の人数分を無償でご提供。イラスト
や図解を交えてわかりやすく解説しています。

＜啓発ツール＞
社内掲示用のポスターや配布用のチラシまで
活用シーンに応じた様々な啓発資材も
無償でご提供しています。

＜YouTube動画配信＞
1本5分程度のがん教育動画。すでに40以上の
タイトルが配信されており、総視聴回数は
約24万（R5年3月時点）にのぼります。

▲無償配布の小冊子

▲ポスター・チラシ等の社内啓発用ツール

▲YouTubeチャンネル
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123

がん対策推進企業アクションとは

各種セミナー社内啓発ツール
ポスター・チラシ eラーニング 医師・サバイバー

出張講座

YouTube メールマガジン 個別アドバイス
レポート

がんを学ぶ
小冊子

厚生労働省による「職域がん対策の啓発」を目的とした国家プロジェクト。2009年の開始から
今年で15年目を迎え、国が推奨する情報や企業の取組事例などを発信し社会に貢献しています。

20023年3月末時点で、がん対策の推進パートナーとして登録する企業および団体は
約5,000にものぼり、現在も多くの企業のがん対策に貢献しています。

国が運営する事業のためパートナー登録や、がん啓発のコンテンツの利用は全て無料で、
最近では健康経営の第一歩として注目する中小企業も増えて来ています。

がん対策推進企業アクションが提供する現啓発の提供コンテンツ例

経営者へのがん教育が重要
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がん対策に
関心がある
71％

令和３年度
大いに

関心がある

10％

関心がある

61％

あまり

関心がない

23％

まったく

関心がない

2％

無回答

4％

n=7,946

経営者のがん対策（がん検診）への関心

125第36回がん検診のあり方に関する検討会 参考資料8

大同生命サーベイ
令和3年度調査
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大いに関心がある 関心がある あまり関心がない
まったく関心がない 無回答

n=7,94
6

会社が従業員に対して実施したがん検診（直近2年間）

経営者のがん対策への関心とがん検診の実施状況

n=7,946

令和3年度調査

第36回がん検診のあり方に関する検討会 参考資料8
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がんになった従業員が治療と仕事の両立を図るための両立支援の取り組み （直近2年間）

経営者のがん対策への関心と両立支援の状況

第36回がん検診のあり方に関する検討会 参考資料8

日経連載「がん社会を診る」 2017.4.20
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経営者が、がんを知ることが大切

13
0

中小企業に特化したチラシを配布

経営者向け 従業員向け
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13
1

推進パートナーに対し、がん検診の重要性及びがんの基礎的情報等の理解促
進を図るために、毎月１回、ニュースレターを無料でメール配布している。
社内で掲示できるようにデザインを施し、HPのパートナー専用ページから
ダウンロードも可能。

・がん対策推進企業アクション
発足から１５年目

・『がん検診のススメ』第１～４版
（２００９年～２０２２年）

約５００万部発行

・第４期がん対策推進基本計画に
対応した最新版に改訂!

推進パートナー登録で、従業員数の人数分を無償で提供
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経営者こそ、がんに備えるべき

• 社長は、タバコや酒を嗜み、会食が多く、運動不足

• サラリーマンより長く働くため、がんリスクが高い

• サラリーマンより、セーフティネットが乏しい

• 家族や社員に対する責任も大きい

働く人のがんが増加する
-女性活躍
-定年延長

50代前半までの若い世代では、女性の方
が男性よりがんと診断される方の数が
多く、30代では女性の患者数は男性の
2.5倍です。女性の社会進出が進めば、
企業で働くがん患者の数が増えることに
なります。一方、50代後半以降になると、
男性でがんと診断される方の数が女性の
数を追い抜いて、急速に増えていきます。
男性の方が老化の影響が格段に大きい
からです。そのような中で定年が55歳から
60歳、60歳から65歳へと引き上げられれば
男性会社員のがん患者が増えることに。

健康経営の課題として、がん対策が重要

13
4
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事業主・労働者の皆さまへ

① 70歳までの定年引き上げ
②定年制の廃止

③ 70歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度）の導入
※特殊関係事業主に加えて、他の事業主によるものを含む

④ 70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入 ⇒P２、３
⑤ 70歳まで継続的に以下の事業に従事できる制度の導入 ⇒P２、３

a.事業主が自ら実施する社会貢献事業
b.事業主が委託、出資（資金提供）等する団体が行う社会貢献事業

＜対象と なる事業主＞

・定年を65歳以上70歳未満に定めている事業主
・65歳までの継続雇用制度（70歳以上まで引き続き雇用する制度を除

く。）を導入している事業主
＜対象と なる措置＞

次の①～⑤のいずれかの措置（高年齢者就業確保措置）を講じるよう努める
必要があります。

改正高年齢者雇用安定法が令和３ 年４ 月から施行されます

高年齢者就業確保措置について

６５歳までの雇用確保
（義務）

７０歳までの就業確保
（努力義務）

7 0歳までの就業確保措置を講じるこ と が「 努力義務」 と なったこ と に伴い、
再就職援助措置・ 多数離職届等の対象が追加されます。

70

歳
ま
で
働
く
の
が
当
た
り
前
に

70
歳
ま
で
に
が
ん
に
な
る
確
率
は
2
割
超

就活生は「給与」より「健康」を重視

従業員の健康をサポートす
ることによって、従業員の
心身を良好に保ち、モチベ
ーションアップを促進でき
ます。その結果、生産性の
向上、ひいては業績の向上
へとつながります。
また、健康経営に積極的に
取り組むことで、世間や外
部の企業から高い信頼が得
られ、社会的な評価を得る
ことによって、求職者への
アピールポイントともなり
ます。

13
6
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採用だけでなく、離職率にも影響が

健康経営の実施が順調に進むと、従業員の健康問題による不安が払拭されます。そうする
と、日常生活はもちろん、仕事においてもポジティブな気持ちで過ごせるようになり、仕
事のやりがいや楽しさを実感する精神的余裕が生まれます。また、社外評価の向上により
、自社への貢献心や帰属意識が芽生えるため、定着率や離職率の改善が期待できる。

13
7

出典：経済産業省 健康経営優良法人の今後の展開 2018年

企業でのがん対策は経営課題

13
8
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がん対策基本法 2007年4月施行

2007年６月１５日、安倍総理、太田公明党代表視察（東大病院放射線治療部門）
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放射線治療装置（リニアック）の解説

がん対策推進基本計画 2007.6.15

がん対策推進基本計画の公表＠東大病院放射線治療部門 2007年６月１５日
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• 2016年12月「がん対策基本法」改正
→第8条に「事業主は、がん患者の雇用の継続等に配慮するように努める」
と明記された

つまり、企業でがん対策を行うことは、事業主の責務として定められています。

がん対策は経営課題

がん対策基本法の改正 (2016年12月）
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ご清聴、ありがとうございました。


